


表紙題字は当社創業社長（元株式会社日立製作所取締役会長）駒井健一郎氏 直筆による







3

自動車産業において、エレクトロニクス産業で起きたような地殻変動、具体
的にいえば、オープンな水平分業が波及するかを判断するには、多くの議論を
要するところであるが、既に変化の予兆が現れ始めているのも事実である。

私は、2005 年 2 月から 2008 年 3 月まで日立グループの中国総代表を務めた。
その間 2 回ほど、 BYD（比亜迪）の王傳福創業者兼総裁とお会いする機会が 

あった。
BYD（比亜迪）は、1995 年設立後、わずか数年間で世界第 2 位の充電池メーカー

となり、2003 年には、国有自動車会社の買収により、自動車産業に参入を果
たした企業である。2008 年には、米国の著名投資家、ウォーレン・バフェット
氏が出資したことで世界的に注目されたことは周知のことであろう。2009 年の
BYD（比亜迪）の売上高は 395 億元（約 5,135 億円）、純利益 38 億元（約 494 億円）、
従業員数 16 万人。私が王傳福総裁とお会いした 2005 年当時の売上高は、約 65
億元であるから、4 年間で約 6 倍の事業規模に成長したことになる。

従来型の競争ルールにおいては、日本の自動車メーカーの優位性は揺るぎな
いものであろう。

しかし、異分野から新規参入し、爆発的な成長力を有する新興国の成長企業
の姿を目の当たりにすると、これまでの常識にとらわれない視点と分析力の必
要性を痛感する。自動車産業は、近年日本の産業をリードしてきただけに、競
合関係の劇的な変化に、英知を集めて、戦略を立案・展開しなければならない。

日立総研では、日本の基幹産業の将来を広い視野を持ち展望すると同時に、
新興国の成長企業を Emerging Giants として注目し、定期的な動向把握・分析
を行っていく所存である。
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